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研究成果の概要（和文）：本研究では北九州のデマンドレスポンス社会実証に参加した世帯の実証終了以降の電
力消費量のデータを収集し、実証前、実証中、実証終了以降の各世帯の電力消費量の変化を計量経済学の分析手
法を用いて省エネ効果の有無を検証することを目的とする。また行動経済学における主要テーマの1 つである習
慣形成について、エネルギー消費の文脈の中で省エネ行動に関する習慣が形成されているかどうかを明らした。
しかしながら、デマンドレスポンス実証終了後の参加世帯の省エネ行動に関する習慣形成を確認することはでき
なかった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to verify the energy saving effects using 
econometrics analysis method. We use the electricity consumption data in Kitakyushu field experiment
 to do this. Also, with regard to habit formation, which is one of the main themes in behavioral 
economics, it clarified whether habits concerning energy saving behavior are formed in the context 
of energy consumption.
　Our research has not been able to confirm the formation of habits concerning energy saving 
behavior of the participating households after the completion of the demand response demonstration.

研究分野： 環境経済学、エネルギー経済学

キーワード： デマンドレスポンス　習慣形成　スマートコミュニティ

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
東日本大震災以降、原子力発電所の稼動停止により、電力不足に直面したことから、電力需要をコントロールす
ることが重要になった。経済産業省は電力が不足する時間帯に価格を上げることで、電力使用量を抑制するダイ
ナミックプライシング実証を2012年度から2014年度まで実施した。実証期間中に価格変動により電力使用量を削
減することは確認されたが、実証終了後は電力使用量データの収集を行わなかっため、実証終了後の節電行動や
省エネ行動を確認することはできなくなった。
本研究は実証終了後もデータを収集し、実証終了後の省エネ行動を検証し、実証実験の影響が実証終了も継続し
ているかどうかを明らかにした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

東日本大震災以降の原子力発電所の稼動停止により電力需給が逼迫する状況が生じた。その
ため、省エネ・節電は震災以降、より重要な政策課題となった。震災以前の日本のエネルギ
ー政策の主な目的はエネルギーの効率的な利用、化石燃料使用の低減によるエネルギーセキ
ュリティや二酸化炭素排出の削減であったが、震災後は原子力発電所の稼動停止により、電
力需給逼迫に直面したことから、電力需給バランスを意識したエネルギー管理が求められて
いる。特に夏や冬の電気の需要が最も多い時間帯に家庭や事業所に節電してもらうための有
効な手段としてデマンドレスポンスが注目されている。デマンドレスポンスは電力需給の逼
迫、系統の不安定などが生じたとき、電気料金を高く設定したり（ダイナミックプライシン
グ）、電気使用量を抑制した需要家に対し協力金を支払うなどの手段を用いて節電、電力需要
の平準化を図る仕組みで、短期的な電力需給調整に利用される。 
経済産業省は「次世代エネルギー・社会システム実証事業」の 1 つとしてダイナミックプラ
イシング社会実証を 2012 年度から 2014 年度実施した。実証フィールドとして選ばれた地域
は神奈川県横浜市、愛知県豊田市、京都府けいはんな学研都市、福岡県北九州市の 4 地域で
ある。北九州では次のような点が明らかになった。 
 
（１） ピーク時に電気料金を上げることで家庭の電力使用量が約 9～13％削減した（節電効

果） 
（２） ダイナミックプライシング発動日の 1 日全体の家庭の電力使用量の削減（省エネ効

果）を確認することはできなかった。 
（３）2011 年の 1 世帯当たりの年間平均電力使用量を基準として 2012 年、2013 年、2014

年の 1 世帯当たりの年間平均電力使用量はそれぞれ 1.12％、1.63％、1.44％削減した
（年間の省エネ効果）。 

（４）冬のダイナミックプライシングは平時の朝と夕方に発動されたが、特に朝の節電は難
しい。 

 
2014 年度に実証実験が終了したため、上記の（１）と（２）の分析を継続することは不可能
だが、（3）については実証終了後も北九州地域では参加世帯の電力使用量を収集することで
分析を継続することができた。そこで本研究では北九州のダイナミックプライシング社会実
証のフォローアップ調査を行った。 

   
 
２．研究の目的 

本研究では北九州の社会実証に参加した世帯の実証終了以降の電力消費量のデータを収集
し、実証中、実証終了以降の各世帯の電力消費量の変化を計量経済学の分析手法を用いて省
エネ効果の有無を検証することを目的とする。また行動経済学における主要テーマの 1 つで
ある習慣形成について、エネルギー消費の文脈の中で省エネ行動に関する習慣が形成されて
いるかどうかを明らかにする。 

 また、上記の（４）にあるように冬のダイナミックプライシングにおいて、朝の節電が困難
なことから、冬の平日朝における電力消費行動に影響を与える要因を明らかにした。 

 
 
３．研究の方法 

本研究では、デマンドレスポンス実証期間中、実証終了後の電力使用量データを利用して、
実証終了後に実証参加世帯が電力使用量を削減しているかどうかを定量的に検証する。北九
州地域での実証では、デマンドレスポンスを実施する世帯（トリートメントグループ）と実
施しない世帯（コントロールグループ）をランダムに振り分けたランダム化比較試験法を用
いていることから、各グループの 1 世帯あたりの平均電力使用量について実証前、実証中、
実証終了以降ごとに計算して、差の差の分析を行う。この手法によってトリートメントグル
ープにおける省エネ効果を測定し、習慣形成の有無を検証する。具体的には 1 世帯あたりの
平均電力使用量について以下のような計算を行い、デマンドレスポンス実証終了後の省エネ
ルギー効果を検証した。 

 
省エネ効果 ＝  
「トリートメントＧの実証中と実証後の差」－「コントロールＧの実証中と実証後の差」 

 
 また、冬の平日朝における電力消費行動に影響を与える要因を検証する研究では、世帯属性
データ、気象データ、電力使用量データを用いて、参加世帯の消費電力変化をパターン分けし
た。パターン分けの条件として 8 時の消費電力と 6 時からの消費電力量の減少速度によって、
6 パターンに分類した。そして、作成した各パターンの標準偏差が小さくなるように、個別世
帯の分類変更を行った。次に、世帯別・日別の電力変化を 6 つに分類分けした。6 つのパター
ンを従属変数として多項ロジスティック回帰分析を行った。独立変数には、気象データと世帯
データを用いた。 



 
 
４．研究成果 
 デマンドレスポンス実証終了後の参加世帯の省エネ行動に関する習慣形成に関する研究では、
差の差の分析を行った結果、実証終了後の参加世帯の省エネ行動に関する習慣形成を確認する
ことはできなかった。その理由としては以下のような点が考えられる。 
 
（１）デマンドレスポンス実証期間中はデマンドレスポンスが発動されるため、実証参加世帯

は省エネ、節電に関心があったが、実証終了以降は、デマンドレスポンスが発動しなくな
り、省エネ、節電に対する関心が薄れた可能性がある。 

（２）デマンドレスポンスを実施した世帯（トリートメントグループ）はデマンドレスポンス
発動による電気料金上昇の経済的負担を回避するため、実証期間中に省エネ活動を行い、
実証終了後にはさらに省エネを行う余地がほとんどない可能性がある。 

（３）また、デマンドレスポンス実証において、変動料金（ダイナミックプライシング）が適
用されたかったグループ（コントロールグループ）においては、1 世帯あたりの平均電力
使用量がトリートメントグループより減少しており、コントロールグループの世帯に対し
て実証終了以降の省エネ行動が確認された。 

  
また冬の平日朝における電力消費行動に影響を与える要因を検証する研究では、電力消費の
変化が大きい世帯は年配世帯が多く、電力消費の変化が小さい世帯は、日射量の大小、気温
の高低、住宅面積の大小の影響を受けることが確認された。 
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